
   障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の改正を

求める意見書 

 

 近年、障害者が虐待される事案が増加傾向にあります。現行の障害者虐待の防

止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律では、障害者福祉施設において

従事者などによる障害者への虐待が発見された場合、虐待を発見した全ての人に

対し市町村等行政機関への通報義務が課せられております。 

 しかし、医療機関における医療従事者などによる障害者虐待については、通報

義務の対象となっていないため、医療機関内での虐待の事実が知覚されていない

可能性があり、虐待を受けた障害者は泣き寝入りせざるを得ない状況となってお

ります。 

 よって、障害者虐待発見時の通報義務については、従来の障害者福祉施設に加

えて、医療機関も対象とすること、併せて、通報者を法的に保護することが必要

であります。 

 行田市議会としては、現行の「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支

援等に関する法律」に、以下の項目を加えて改正することを求めます。 

 

記 

 

１ 障害者虐待発見時の通報義務について、医療機関も対象とすること。 

 

２ 障害者虐待発見時の通報者について、法的に保護すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和４年３月１８日 

埼玉県行田市議会 

 

衆議院議長 細 田 博 之 様  



   障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の改正を

求める意見書 

 

 近年、障害者が虐待される事案が増加傾向にあります。現行の障害者虐待の防

止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律では、障害者福祉施設において

従事者などによる障害者への虐待が発見された場合、虐待を発見した全ての人に

対し市町村等行政機関への通報義務が課せられております。 

 しかし、医療機関における医療従事者などによる障害者虐待については、通報

義務の対象となっていないため、医療機関内での虐待の事実が知覚されていない

可能性があり、虐待を受けた障害者は泣き寝入りせざるを得ない状況となってお

ります。 

 よって、障害者虐待発見時の通報義務については、従来の障害者福祉施設に加

えて、医療機関も対象とすること、併せて、通報者を法的に保護することが必要

であります。 

 行田市議会としては、現行の「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支

援等に関する法律」に、以下の項目を加えて改正することを求めます。 

 

記 

 

１ 障害者虐待発見時の通報義務について、医療機関も対象とすること。 

 

２ 障害者虐待発見時の通報者について、法的に保護すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和４年３月１８日 

埼玉県行田市議会 

 

参議院議長 山 東 昭 子 様  



   障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の改正を

求める意見書 

 

 近年、障害者が虐待される事案が増加傾向にあります。現行の障害者虐待の防

止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律では、障害者福祉施設において

従事者などによる障害者への虐待が発見された場合、虐待を発見した全ての人に

対し市町村等行政機関への通報義務が課せられております。 

 しかし、医療機関における医療従事者などによる障害者虐待については、通報

義務の対象となっていないため、医療機関内での虐待の事実が知覚されていない

可能性があり、虐待を受けた障害者は泣き寝入りせざるを得ない状況となってお

ります。 

 よって、障害者虐待発見時の通報義務については、従来の障害者福祉施設に加

えて、医療機関も対象とすること、併せて、通報者を法的に保護することが必要

であります。 

 行田市議会としては、現行の「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支

援等に関する法律」に、以下の項目を加えて改正することを求めます。 

 

記 

 

１ 障害者虐待発見時の通報義務について、医療機関も対象とすること。 

 

２ 障害者虐待発見時の通報者について、法的に保護すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和４年３月１８日 

埼玉県行田市議会 

 

内閣総理大臣 岸 田 文 雄 様  



   障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律の改正を

求める意見書 

 

 近年、障害者が虐待される事案が増加傾向にあります。現行の障害者虐待の防

止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律では、障害者福祉施設において

従事者などによる障害者への虐待が発見された場合、虐待を発見した全ての人に

対し市町村等行政機関への通報義務が課せられております。 

 しかし、医療機関における医療従事者などによる障害者虐待については、通報

義務の対象となっていないため、医療機関内での虐待の事実が知覚されていない

可能性があり、虐待を受けた障害者は泣き寝入りせざるを得ない状況となってお

ります。 

 よって、障害者虐待発見時の通報義務については、従来の障害者福祉施設に加

えて、医療機関も対象とすること、併せて、通報者を法的に保護することが必要

であります。 

 行田市議会としては、現行の「障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支

援等に関する法律」に、以下の項目を加えて改正することを求めます。 

 

記 

 

１ 障害者虐待発見時の通報義務について、医療機関も対象とすること。 

 

２ 障害者虐待発見時の通報者について、法的に保護すること。 

 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。 

 

令和４年３月１８日 

埼玉県行田市議会 

 

厚生労働大臣 後 藤 茂 之 様 


